
1 

令和 7 年 7 月 

令和 8 年度 ふるさと新潟市応援寄附金「中間管理業務」企画提案仕様書 

 

1.業務名 

ふるさと新潟市応援寄附金業務（新潟市のふるさと納税を言う。） 

 

2.業務の目的 

新潟市（以下、市という。）が行うふるさと新潟市応援寄附金に係る寄附者情報の管

理、寄附金受領証明書・返礼品発送、問合せ対応等を一括して民間事業者へ委託すること

により、事務の効率化を図り、寄附者へのサービスの向上と、市の魅力発信を図ること目

的とする。 

 

3.業務委託期間 

契約締結日から令和 10年 3 月 31 日まで。 

 

4.業務の前提条件等 

(1) 本業務の遂行に当たっては、寄附情報管理、寄附者情報管理、返礼品管理、返礼品の

発注・集荷・配送管理、寄附金受領証明書等の書類発送管理等を一元的に行う寄附管理

システム（以下「管理システム」という。）を活用することとし、システムの利用環境

の構築費用（従前のシステムからのデータ引継を含む）については委託料に含むこと。 

なお、令和８年度の場合、市は株式会社シフトプラスが提供する「LedgHOME(レジホ

ーム)」を使用している。 

また、契約締結以降、市と受託者との協議のうえ双方合意した場合は、新たにポータ

ルサイトを導入する場合もある。 

 

(2) 受注者が独自に開発した管理システムを使用する場合は、受注者の責任において市の

利用環境の構築を行うとともに利用環境の構築を含めたシステム開発に関する費用及び

システム利用料については委託料に含むこと。また、システム操作マニュアルを作成

し、説明会の開催や専門スタッフの派遣等、万全なサポート体制を構築すること。 

 

(3) 令和 9 年 4月 1 日から業務を遂行できるよう、データ引継ぎ等を考慮し管理システム

の運用を開始すること。 

 

(4) 本業務の参考値は以下のとおり。 

①ふるさと納税全体 

 寄附件数 寄附金額 配送件数 返礼品数 返礼品事業者数 

令和 5 年度 32,499 件 7.7 億円 36,415 件 － － 

令和 6 年度 48,054 件 14.0 億円 105,391 件 1,284 品 194 者 

令和 7 年度 34,000 件 10.0 億円 52,000 件 1,145 品 168 者 

※令和 7年度の寄附件数と寄附金額は見込であり、季節限定等の通年以外分も含む。 
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②現地決済型ふるさと納税 

 加盟店数 うち宿泊 うち飲食 払込処理数 

令和 7 年度 87 店 22 店 55 店 33 回 

※令和 7年度は事業開始令和 7 年 7 月中旬～令和 8 年 3月までの期間であり、加盟店

数は令和 8 年 3月 31 日時点、払込処理数は当該期間における実績。 

払込処理数とは、加盟店へ電子クーポン利用分の払込処理を実施した回数。 

 

③ポータルサイトの想定シェア 

チョイス 楽天 JRE ふるなび ANA JAL Amazon 

33.5% 33.5% 3.0% 20.0% 3.0% 3.0% 3.0% 

ギフティ for Good さとふる 三越伊勢丹    

0.8% 0.2% ― ―    

※令和 6年度～令和 8年度(4 月及び 5 月)の実績を参考に想定した寄附額に占めるサ

イト別シェアであり、業務実施にあたっての目安。 

※さとふるは令和 8 年 1月 30 日稼働のため除き、三越伊勢丹は令和 8年度中の導入

予定のため参入していない。 

 

5.業務の内容 

(1) ふるさと納税ポータルサイトとの連携及び管理運営に関する業務 

(2) 寄附者情報の一元管理に関する業務 

(3) 返礼品の調達及び返礼品事業者との連絡・調整に関する業務 

(4) 返礼品の配送に関する業務 

(5) 現地決済型ふるさと納税に関する業務 

(6) 寄附金受領証明書等の作成及び発送に関する業務 

(7) ワンストップ特例申請の受付及びデータ作成に関する業務 

(8) 問い合わせ対応に関する業務 

(9) プロモーションに関する業務 

(10) 制度改正への対応等に関する業務 

(11) 業務完了の基準 

 

6.業務の詳細 

(1) ふるさと納税ポータルサイトとの連携及び管理運営に関する業務 

業務の目的を達成するため、市が契約しているふるさと納税ポータルサイト運営事

業者と緊密な連携を図り、ポータルサイトを管理運営すること。 

また、平成 31 年総務省告示第 179 号を踏まえ、返礼品ページに掲載が必要とされ

ている内容に留意すること。契約締結後、業務委託期間内に新たなポータルサイトを

導入することとなった場合においても同様とする。 

その他、災害等が発生した場合において、災害支援の寄附金を円滑に受け入れるこ

とができるよう、迅速かつ臨機応変に対応すること。 
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① 市が契約しているふるさと納税ポータルサイト 

(ア) ふるさとチョイス（運営事業者：株式会社トラストバンク） 

(イ) 楽天ふるさと納税（運営事業者：楽天株式会社） 

(ウ) ＪＲＥＭＡＬＬふるさと納税（運営事業者：東日本旅客鉄道株式会社） 

(エ) ふるなび（運営事業者：株式会社アイモバイル） 

(オ) ＡＮＡのふるさと納税（運営事業者：全日本空輸株式会社） 

(カ) ＪＡＬふるさと納税（運営事業者：日本航空株式会社） 

(キ) Ａｍａｚｏｎふるさと納税（運営事業者：合同会社アマゾン・ジャパン） 

(ク) さとふる（運営事業者：株式会社さとふる） 

(ケ) 旅先納税（運営事業者：株式会社ギフティ） 

(コ) ふるさと納税 ｆｏｒ Ｇｏｏｄ（運営事業者：株式会社ボーダレス・ジャパン） 

(サ) 三越伊勢丹ふるさと納税（運営事業者：株式会社新潟三越伊勢丹） 

※上記(ア)はモノ・コトのふるさと納税に加えクラウドファンディング型ふるさと

納税も実施。 

(ケ)は現地決済型ふるさと納税のみ。 

(コ)はクラウドファンディング型ふるさと納税のみ。 

(サ)は導入を予定しているポータルサイトであり令和 8 年度中の稼働を見込んで

いるもの。 

 

② 作業項目及び内容等 

作業項目 内容 

1.ポータルサイト①(ア)～(ク) ※(ア)はクラウドファンディング型分を除く 

寄附者情報等の取込

み及び情報掲載 

 ふるさと納税ポータルサイトと連携し、返礼品等情報を掲

載するとともに、寄附者情報等を管理システムに取り込み

業務遂行ができる体制を整えること。システム連携が不可

能なサイトは市に代わり実施すること。 

 新規サイトへ掲載する場合、サイト運営者とシステム等に

関する調整を市に代わり行うこと。 

 ふるさと納税ポータルサイトのレイアウト、掲載情報の更

新、SEO 等を意識した改善を行うこと。 

 返礼品ページの作成に当たっては、サムネイルやタイト

ル、紹介文を含め、ポータルサイト上で寄附者に対し効果

的なＰＲができる内容とし、検索エンジン最適化やクリッ

ク率の向上等を図ること。 

 市に関する情報は、内容等を市と協議すること。 

 返礼品に関する情報は、内容等を市及び返礼品提供事業者

と協議し、掲載情報や掲載画像について寄附拡大につなが

る改善やアドバイス、画像の撮影・提供等を実施すること。 
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2.ポータルサイト①(ケ) 

寄附者情報等の取込

み、情報掲載及び事業

ホームページの管理 

 ポータルサイトと連携し、寄附者情報等を管理システムに

取り込み業務遂行ができる体制を整えること。システム連

携が不可能な場合は市に代わり実施すること。 

 事業ホームページについて、掲載情報の更新等管理及び運

営すること。 

 市に関する情報は、内容等を市と協議すること。 

 加盟店に関する情報は、内容等を市及び加盟店と協議し、

掲載情報や掲載画像について寄附拡大につながる改善や

アドバイス、画像の撮影・提供等を実施すること。 

3.ポータルサイト①(コ)、(サ)及び(ア)のクラウドファンディング型 

寄附者情報等の取込

み 

 ポータルサイトと連携し、寄附者情報等を管理システムに

取り込み業務遂行ができる体制を整えること。システム連

携が不可能な場合は市に代わり実施すること。 

4. 新たに導入するポータルサイト 

寄附者情報等の取込

み及び情報掲載 
 ふるさと納税の区分に基づき上記 1～3 に掲げる事項。 

 

(2) 寄附者情報の一元管理に関する業務 

市が契約するふるさと納税ポータルサイト運営事業者が提供する管理システムや受

託者が所有する管理システムを使用し、寄附者及び寄附金並びに返礼品に関する各種

情報を管理し、市が各種情報の閲覧及び使用が容易にできる環境を提供すること。 

受託者が使用する管理システムは、市が契約(予定を含む)するふるさと納税ポータ

ルサイトとのシステム連携が原則可能であること。また、必要に応じてサイト運営者

からシステム連携許可を得ること。具体的な作業項目及び内容等は以下表のとおり。 

作業項目 内容 

1 
寄附申込情報の管

理 

 市が寄附申込情報を容易に管理できるよう管理システム

を提供するとともに利用を支援すること。 

2 寄附金の入金管理 

 管理システム上で、クレジットカード決済、マルチペイメ

ント、納入通知書払い等の入金状況管理及び入力管理がで

きるようにすること。 

3 返礼品の配送管理 
 管理システム上で、寄附者及び返礼品毎の発送状況が確認

できるようにすること。 

4 
寄附金受領証明書

等の発送管理 

 管理システム上で、お礼状、寄附金受領証明書等の発送状

況が確認できるようにすること。 

5 
ワンストップ特例

申請の管理 

 管理システム上で、ワンストップ特例申請（寄附金税額控

除に係る申告特例申請）の処理に要する寄附者情報の管理

を行い、受付状況等が確認できるようにすること。 
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6 情報の検索 
 管理システム上で、各種条件（寄附者名、申込日、入金日

など）に基づく検索ができるようにすること。 

7 作業ログの保存 
 管理システムでの作業をログとして記録し保管すること。 

 市の求めに応じてログ管理表を提出すること。 

8 
情報セキュリティ

対策の実施 

 管理システムは、（独）情報処理推進機構の「安全なウェ

ブサイトの作り方」（チェックリストを含む）の最新版を

参照し、適切な情報セキュリティ対策を実施すること。 

9 データの管理 

 寄附者、寄附金の収納状況及び返礼品等のデータについ

て、随時情報提供が可能であること。 

 寄附の申込及び寄附金収納状況、返礼品等の申込、配送状

況に関するデータを随時出力できること。また、当該デー

タについては、CSV 形式での出力が可能であること。 

 ふるさと納税ポータルサイトを介さず市に直接行われた

寄附について、寄附者情報を市が受託者へ提供し、受託者

はふるさと納税ポータルサイトからの寄附者と同じ管理

システム上でデータ管理を行うこと。 

10 
システム利用のサ

ポート 

 市からの管理システムに関する問い合わせに対応するな

どシステム利用をサポートすること。 

 

(3) 返礼品の調達及び返礼品事業者との連絡・調整に関する業務 

返礼品提供事業者からの申請を受理し、内容及び必要書類を確認のうえ、市と協議

のうえ定めた期日までに、受理・確認した資料を市へ送付すること。 

また、総務省確認を経て市が採用した返礼品提供事業者と調整し条件等を交渉した

うえで、返礼品の調達に関する契約等を締結し、寄附金の入金確認が完了した場合、

速やかに返礼品および受領証明書等が発送できる体制を整備すること。 

① 市が採用する返礼品提供事業者及び返礼品 

(ア) 市と受託者との契約時点における返礼品提供事業者及び返礼品情報について

は、市から一覧データを提供し、在庫状況や集荷場所等の詳細情報は、令和 8 年

度の本業務の受託者から提供する。 

(イ) 返礼品提供事業者及び返礼品の採用基準等については、市ホームページで公開

している「ふるさと新潟市応援寄附金に係る返礼品提案募集要領」のとおり。 

(ウ) 返礼品提供事業者からの提案、総務省確認を経た採用、市が契約するポータル

サイトへの掲載等は、以下に示すスキームを基本とする。 

 

 

 

 

 

 

 

ポータルサイト 

総務

省 

返礼品

提
供事

業
者 

受託

者 

市 

❶提案申請 

➋提出 

➏共有 

➎採用・不採用通

➌申請 

➍確認結果 

➐書類・契約等 

➑掲載 
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② 調達の経費等 

受託者が市へ請求する返礼品調達費は、受託者が返礼品提供事業者に支払う金額

とすること。なお、返礼品調達費は、返礼品提供事業者から示された額、かつ、市

が合意している額とする。 

 

③ 具体的な作業項目及び内容等 

作業項目 内容 

１ 
返礼品提供事業

者との契約等 

 市が採用した返礼品提供事業者に対し、必要書類を徴収の

うえ、返礼品の調達に関する契約等を締結すること。 

2 
返礼品の在庫・品

質管理 

 返礼品提供事業者と連携し、常に返礼品の在庫及び品質管

理を行うこと。 

 返礼品の在庫切れ等によって配送が遅れる場合、寄附者へ

の対応を速やかに行い、理解を求めること。 

3 
返礼品提供事業

者への支払い 

 返礼品の出荷が完了した返礼品提供事業者に対して、当該

返礼品の代金を支払うこと。 

 支払条件は、受託者と返礼品提供事業者との合意によるも

のとするが、少なくとも月次集計による支払いとする。 

4 返礼品の拡充  返礼品提供事業者を新規開拓し返礼品を充実させること。 

5 
返礼品リストの

作成・管理 

 加工可能な返礼品一覧データを作成及び管理するととも

に、市へ提供すること。 

 

(4) 返礼品の配送に関する業務 

市が採用する返礼品の配送は、受託者が担うこととし、円滑に配送が行える体制の

もと業務の遂行にあたること。ただし、前述 4(1)①(ク)で示す「さとふる（運営事業

者：株式会社さとふる）」で生じた寄附に係る返礼品の配送は除く。 

 

① 配送業務の内容 

(ア) 返礼品事業者の指定する場所から、寄附者から指定された場所（全国 47 都道

府県、離党を含む）への常温、冷蔵、冷凍配送と行うこと。 

(イ) 受託者は、配送先情報等が記載された配送伝票を発行し、返礼品事業者に届

けた上で、発送の準備ができ次第、返礼品を回収し寄附者へ配送すること。 

(ウ) 集荷時間については、可能な限り返礼品事業者の要望に応じて調整するこ

と。 

(エ) 返礼品の保存期間は商品によって異なるが、原則、7 日間とする。 

(オ) 返礼品の配送に係る寄附者からの問い合わせについて、問い合わせ内容に応

じて寄附者へ報告と説明を行うこと。また、市からの返礼品配送に係る問い合

わせに対応すること。 
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② 配送業務の実施体制 

返礼品の配送を実施するにあたり、受託者が運用するふるさと納税管理システム

において、返礼品、返礼品事業者、寄附者、及び配送状況の情報を管理・確認する

こととし、円滑な返礼品の配送が行える体制を整備すること。 

なお、配送業務を第三者が担うこととする場合、システム連携等により受託者と

配送情報を共有し、かつ、配送業務を担う事業者が複数にならないこととしたうえ

で、後述「6 再委託の禁止」に抵触しないよう、あらかじめ書面により本市の承認

を得ること。ただし、共同体やグループとしての申請の場合はこの限りでない。 

 

③ 自社配送を希望する返礼品提供事業者への対応 

返礼品提供事業者が自社配送を希望する場合、当該配送経費の全部又は一部の負

担について受託者とするか返礼品提供事業者とするかは、双方の協議によるものと

し、原則、市はその費用を別途負担しない。 

 

④ 寄附者からの異議が生じた場合の対応 

(ア) 寄附者から市又は受託者に対して当該返礼品についての異議があったとき、

返礼品が食品の場合は当該返礼品の消費期限又は賞味期限の終期までに、返礼

品が食品以外の場合は当該返礼品を寄附者が指定する場所で寄附者が指定した

者に引き渡した時点から 10 日以内に、受託者は、返礼品提供事業者に当該返

礼品の状態を速やかに確認するものとする。配送業務を第三者が担う場合は、

配送事業者にも合わせて確認すること。 

(イ) 寄附者から市又は受託者に対して当該返礼品についての異議があり、返礼品

が不良又は返礼品の提供に瑕疵があると認められる場合は、受託者は遅滞なく

代替品の確保及び配送又は無償補修等を行うものとし、市はその費用を負担し

ない。 

 

⑤ 配送業務に係る書類作成について 

配送業務に係る代金は、月単位で集計することとし、返礼品事業者ごとに以下の

項目を明記した書類を作成すること。 

(ア) 伝票番号等の配送を識別する情報 

(イ) 返礼品名 

(ウ) 荷物種（常温・冷蔵・冷凍の別） 

(エ) サイズ 

(オ) 集荷先住所、配送先住所 

(カ) 集荷日、出荷日、着日 

(キ) その他特筆すべき事項 

 

⑥ その他 

(ア) 季節又は期間を限定する返礼品について、受付及び配送時期を管理すること。 

(イ) 寄附者に対する配送が確実に行われるように適切な措置を講じること。 
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(ウ) 寄附者が提供した配送先住所の誤りや長期不在によって、寄附者又は寄附者が

配送先として指定した者が返礼品を受領できなかった場合、再配送はしないこ

と。 

(エ) 上記を含めて返礼品が配送不能となる場合は、事態が発生したことを覚知し

た時点で速やかに市に報告し、対応を協議すること。 

 

(5) 現地決済型ふるさと納税に関する業務 

市が実施する現地決済型ふるさと納税について、前述 4(1)ポータルサイト運営事業

者との連携に加え、以下表に掲げた内容の業務を遂行すること。 

なお、この業務を実施するにあたり、第三者を事務局として位置づけ、業務を遂行

することは可とし、その場合、後述「6再委託の禁止」に抵触しないよう、あらかじ

め書面により本市の承認を得ること。 

作業項目 内容 

１ 
加盟店との契約

等 

 加盟を希望する事業者からの申請受付等の調整を行い、

申請書等必要資料を受理し、市が採用した加盟店と利用

規約等を締結すること。 

 加盟店として採用した事業者に対し、販促ツール等を提

供すること。販促ツール等は、契約締結後、市から受託者

へ事前に提供する。 

2 加盟店の管理 
 加盟店の情報変更等を管理し、最新かつ適切な情報を把

握すること。 

3 
加盟店への支払

い 

 電子ギフトの利用に伴い、該当の加盟店ごとに電子ギフ

ト利用分を支払うこと。 

 支払については、月次集計を行い、利用が生じた月の翌月

中に支払うこと。 

4 加盟店の拡充 
 加盟店の新規開拓に努め、電子ギフト利用可能施設の充

実を図ること（加盟店は随時募集とする）。 

5 
事業ホームペー

ジの管理・運営 

 市が提供する現地決済型ふるさと納税に係る事業用ホー

ムページについて、管理費の支払いのほか、加盟店情報の

更新等など、必要な対応を履行する。 

 

 

(6) 寄附金受領証明書等の作成及び発送に関する業務 

寄附金の入金確認が完了した場合、原則 2 週間以内に寄附者に対して寄附金受領証

明書、お礼状、ワンストップ特例申請書（寄附金税額控除に係る申告特例申請書）及

び説明書を発送すること。なお、送付物の内容については、市と協議のうえ決定す

る。 
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(7) ワンストップ特例申請の受付及びデータ作成に関する業務 

寄附者からワンストップ特例申請の提出があった場合、その受付を行うこと。ま

た、その受付内容に基づき、eLTAX 出力用の控除申告データを作成し、市が指定する

期日までに提出すること。具体的な作業項目及び内容は以下表のとおり。 

 

作業項目 内容 

1 ワンストップ特

例申請の受付 

 ワンストップ特例申請書の受付（添付書類の確認、申請内

容の審査を含む。）を行うこと。受付にあたっては、複数

人によるダブルチェックを行うこと。 

 受付完了時は、原則 2週間以内に申請者へ郵送やメール等

にて受付完了通知を行うこと。 

 申請内容等に不備がある場合は、補正対応を行うこと。 

 申請書等の書類は、委託業務の完了まで保管すること。 

2 ワンストップ特

例申請のデータ

作成 

 eLTAX 出力用の控除申告データを作成し、市が指定する期

日までに提出すること。なお、他自治体への送付は市が行

うものとする。 

 

(8) 問い合わせ対応に関する業務 

問合せ窓口として、コールセンターを開設し、適正な人員を配置することで、寄附

者ならびに寄附希望者からの問合せ（電話、電子メール等）に適切に対応すること。 

 

① コールセンターの要件 

(ア) 対 応 日  月曜日から金曜日を含む週 5日以上とすること（祝日及び年末年

始（12 月 29 日から 1月 3 日まで）を除く） 

(イ) 対応時間  午前 10 時 00 分から午後 4時 00 分を含む 7 時間以上 

(ウ) 電話回線  フリーダイヤル 

(エ) 人員配置  問合せ件数を考慮し適正な人員を配置 

 

② 作業項目及び内容等 

作業項目 内容 

1 寄附者ならびに

寄附希望者から

の問合せ対応 

 寄附者等からの返礼品や寄附に関する問合せに対応す

ること。必要に応じて対応内容を記録し市へ共有するこ

と。 

 返礼品の内容や発送予定日など返礼品提供事業者への

確認が必要な場合は、適宜確認して対応すること。 

2 市からの問合せ

対応 

 市からの返礼品に関する問い合わせに対応すること。 

 寄附者からの問い合わせを市が受けた場合、市からの依

頼に基づき対応を引き継ぐこと。 

3 転送対応  市に関する問い合わせがあった場合は市へ転送するこ

と。 
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4 寄附者に対する

問合せ 

 寄附者の申込内容等に不備があった場合、寄附者に連絡

を取り確認のうえ管理システム上の情報を修正するこ

と。 

5 クレーム対応  寄附者から返礼品に関するクレームがあった場合、返礼

品提供事業者と連携し、適切に対応すること。 

 返礼品提供事業者又は配送業者に瑕疵があった場合を

除き、返礼品受領後のキャンセル及び返礼品の交換等は

一切認めないので、これらに留意して対応すること。 

 

(9) プロモーションに関する業務 

① 本市の魅力を広く発信し、認知度を向上させるとともに、寄附の使い道や返礼品

等の効果的なプロモーションに努め、より多くの寄附者に訴求すること。 

② 寄附者の分析結果や人気の返礼品、市場の流行を加味したうえで、受託者が有す

る独自のノウハウやアイデアを駆使した効果的なプロモーションを提案し、広告媒

体とその配信回数、時期等を本市と協議のうえ、実施すること。市ホームページや

各種ポータルサイト等へ掲載する像などを作成すること。 

③ 施したプロモーション業務の具体的内容及び効果の分析結果等についてとりまと

め、本市へ提供できるようにすること。 

④ プロモーションのため作成した成果物等の著作権は、本市へ帰属する。 

 

(10) 制度改正への対応等に関する業務 

① ふるさと納税制度に改正等が生じた場合は、ポータルサイトへの掲載内容の変更、

返礼品提供事業者への対応、駆け込み需要の取込みなど、市と協力して必要な対応を

迅速に行うこと。特に、大きな制度改正への対応は万全を期すこと。 

② 寄附額に対する事務費割合の基準（返礼品代金を含む募集費用総額）に適合するよ

う、業務全般にわたって経費抑制の視点を持つこと。 

③ 令和１０年度以降の受託事業者に本業務の履行に必要な情報等の引継ぎを確実に行

うこと。その際、契約期間内に受けた寄附申出に対する未発送の返礼品の調達・発

送、その他寄附者への対応については両者で協議の上、決定すること。本市は委託料

以外の費用は一切負担しない。 

 

(11) 業務完了の基準 

業務完了の基準は、毎月末日午後 11 時 59 分時点で以下の基準を満たしたものと

する。また、業務完了報告書は、寄附明細書、返礼品配送明細書、受領証明書等の

発送対象者一覧表、ワンストップ特例申請の受付者一覧表を添付のうえ月次集計す

るものとし、キャンセルや再配送等が発生した場合は、翌月分の業務完了報告書に

その旨を記載し、金額を調整すること。 

 

 

 



11 

項目 内容 

1 返礼品調達及び

配送管理ならび

に問合せ対応等 

・返礼品の配送が完了したもの。ただし、1 回の申込で複

数の返礼品を選択した場合は、初回の配送が完了した

もの。 

・寄附者が返礼品を希望しない寄附申込の場合は、寄附

金の入金確認が完了したもの。ただし、与信日と入金日

が異なる決済手段については、入金日とする。 

2 証明書等の発送  寄附者への寄附金受領証明書等の発送が完了したもの。 

3 返礼品調達費  返礼品の配送手配が完了したもの。 

4 ワンストップ特

例申請の受付 

 申請者への受付通知の発送が完了したもの。前項の業務

以外については、成果品完成の都度とする。 

 

7.寄附情報の管理 

受託者は、委託業務に関する資料を書面又は電磁的記録により一定期間保存すること。 

 

8.再委託の禁止 

受託者は本業務について、一括して第三者に委託又は請け負わせてはならない。ただ

し、本市と協議のうえ、業務の一部を再委託することができる。この場合、あらかじめ書

面により本市の承認を得るものとする。 

 

9.報告及び検査 

市は、必要があると認めるときは、受託者に対して、委託業務の履行情報その他必要な

事項について、報告を求め検査することができる。 

 

10.秘密の厳守 

受託者は、本業務の履行に関して知り得た秘密を他の目的に使用し、又は他に漏らして

はならない。委託期間終了後も同様とする。 

 

11.情報セキュリティの確保及び個人情報の保護 

受託者は、本業務の履行にあたり、個人情報を含む情報の取扱いについて、情報セキュ

リティの重要性を認識し、情報の漏えい、紛失、盗難、改ざんその他事故等から保護する

ため、適切な管理を行うこと。委託期間終了後も同様とする。なお、個人情報等の取扱い

については、個人情報の保護に関する法律、新潟市個人情報保護条例及び別記「個人情報

取扱特記事項」を遵守しなければならない。 

 

12.法令の遵守 

受託者は、本業務の実施にあたり、総務省からの通知等、新潟市契約規則、新潟市個人

情報の保護に関する法律施行条例、その他関係法令・条例等を遵守しなければならない。 
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13.損害賠償 

委託業務の実施にあたって発生した損害（第三者に与えた損害を含む）について、賠償

の責任を負うこと。ただしその損害のうち返礼品提供事業者、寄附者、または第三者の責

めに帰する事由により生じたものについてはこの限りではない。 

 

14.その他の事項 

・委託業務は仕様書に基づく内容にするとともに、受託者選定時に提案した内容を誠実に

遵守し、実施すること。 

・業務委託期間中に収集した申請書や商品画像等の関係資料は、都度または契約期間満了

日から１か月以内に市へ提出すること。 

・業務の遂行にあたっては本市と十分に協議を行い、意見や要望を反映しながら実施する

こと。また、仕様書に記載のない事項その他履行上必要な事項については、本市と受託

者で協議のうえ決定する。 


